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事 業 名 情報提供の推進

上位施策名 環境影響評価等

１ 事業の概要 環境影響評価制度を効率的かつ透明性の高いものとしていくためには、
国民、事業者、地方公共団体、国など環境アセスメントに携わる多様な主
体によって、環境アセスメントに関する情報が共有され、活用されること
が必要である。
本事業は、環境アセスメントに関する様々な情報提供の場を整備し、イ
ンターネット等も活用しながら、より多くの主体がこれらの情報に容易に
アクセスでき、実際のアセス制度の運用に当たって、有効に活用できるよ
うにしていくものである。

２ 進捗状況 平成８年度からシステム開発に着手し、平成 年度より情報提供の場10
として「 」を設置し、環境アセスメン環境影響評価情報支援ネットワーク
トに関する情報をインターネットにより提供している。具体的には、制度
概要や過去の事例に関する情報のほか、案件ごとの手続き状況や地方にお
ける関連情報、住民参加を促進するためのツール情報などを提供してい
る。
平成 年度にはこれまでのアセス事例を対象として、アセス電子図書12
館を整備した。また、地方公共団体におけるアセス情報の整備を促進する
ため、地方公共団体やＮＧＯ等を対象とした研究会を年１回開催してい
る。さらに、環境影響評価制度に関するパンフレットの作成やアセス業務
従事者を対象とした研修を開催した。

３ 評価 環境影響評価情報支援ネットワークについては、平成 年度の情報提10
供開始以来ヒット数が増え続けており、一般の国民の方々やＮＧＯ、地方
公共団体等の重要な情報源になっている。

（参考 「環境影響評価情報支援ネットワークヒット数」）
年度 ﾋｯﾄ数（年 ） ﾋｯﾄ数（月平均）あたり

H10 160,655 13,388年度
H11 542,902 45,241年度
H12 1, 128,503 94,042年度

インターネットによる情報提供は、印刷物等による情報提供に比べて、
情報をタイムリーで提供できること、大量データを提供できること、動画
等を使ってわかりやすく提供できることなどのメリットがあり、引き続き
その推進を図っていくことが必要である。

このうち案件ごとの手続情報については、すべての案件の進行を網羅で
きていないことから、早い段階ですべての案件を網羅できるよう地方公共
団体との連携強化による情報提供体制の充実が必要である。
また、過去の事例については、データベースとして引き続き更新してい
くことが必要である。この際、評価対象項目や確認された生物種を検索項
目に追加するなど、検索システム自体の改善も併せて行う必要がある。
アセス事例マップについては、これまでに実施された事業の位置情報の
提供のみとなっている。アセスの効率化を図り、透明性を確保していくた
めには、アセスに使われた環境情報をＧＩＳ情報として広く活用していく
とともに、現在手続き中の案件についても対象としていくことが必要であ
る。

http://www.eic.or.jp/eanet/assessment/index.html


アセス案件の積み重ねや技術水準の向上等を踏まえ、事業者・アセス業
務従事者や国民等の環境影響評価制度についての更なる理解を促進するた
めに、パンフレットや研修を通じた一層の普及啓発が必要。

４ 予算事項 ・環境影響評価制度充実推進費

５ 対応副施策等


